別記第１号様式（第４、第９、第１０関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
  　農林事務所長　様
補助事業者　印　
平成　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業（変更）計画書の提出について
  平成　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業を実施したいので、岐阜県県民協働による未利用材の搬出促進事業実施要領第４に基づき事業（変更）計画書を提出します。
記
 １　事業（変更）計画書　　別紙１のとおり
別記第１号様式の別紙１（第４、第９、第１０関係）
県民協働による未利用材の搬出促進事業（変更）計画書
   １　事業概要
	 事業主体
	 市町村名（間接補助事業者名）

	 事業の内容

	（収集の方法）
（取引の方法）　
（買取価格等）
 

	 当該事業の着手年度
	 平成　年度（変更：事業計画承認日：平成　年　月　日）

	 事
 業
 費

	 　 
    項　目
	  総事業費
  （千円）
	　　　　　　負担区分（千円）

	
	
	
	県補助金
	 市町村
	 事業主体
	 その他

	
	 未利用材搬出  促進  
 
	
	
	
	
	

	
	    　計
	
	
	
	
	

	 着手・完了年月日

	 （着手）                     （完了）
　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日


   ※事業内容には、市町村、森林所有者、林業関係者等地域が一体となった取組内容を具体的に記述
　　　すること。
※取引方法には、搬出した木材の用途を記述すること。
　　※事業実施主体の概要書を添付すること。（第４関係のみ）
  ２　事業量（搬出量）                                                         
	1 伐材等未利用材年間搬出量〔取引量〕
　

	
	              ｔ／年
	

	    〔実績量〕

	
	  項　　目

	 平成　年度
   (３年前)
	 平成　年度
   （２年前）
	 平成　年度
   （１年前）
	 　備　考
   
	

	
	  搬 出 量
 　（ｔ）
	
	
	
	
	

	      ※事業実施年度の前年度を含め過去３年間の実績
2 出量の根拠



   ※年間搬出量の算出根拠がわかる資料を添付すること。
   ３　補助金額の算定　
	 補助金額の算定根拠
	

	  【県費】　〔定額単価：搬出量１ｔ当たり1,500円以内〕

	
	  年間搬出量(ｔ)
        ①
	　 定額単価(円)
        ②
	　　補助金額(千円)
   　   ①×②
	

	
	
	
	
	

	      ※市町村の助成額の１／２以内の額
  【市町村費】 

	
	  年間搬出量(ｔ)
        ①
	　 定額単価(円)
        ②
	　　補助金額(千円)
   　   ①×②
	

	
	
	
	
	

	　　　



事業実施主体の概要書
	（ふりがな）
①名称

	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　

	②代表者氏名

	

	③所在地

	（〒　　　　　　　　　）
　

	④連絡先

	ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
E-mail：
担当者：

	⑤役員・職員数

	・役員　　  人（うち常勤　　　　 　人）
・職員　　　人（うち正規雇用者　　　人）


	⑥設立年月日

	　　明治・大正・昭和・平成　　　　　　年　　　月　　　日


	⑦現在の事業内容
　
　

	　
　
　
　
　


 ※組織概要が確認できる組織規約、名簿等の資料を添付
別記第２号様式（第５、第９関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
  　補助事業者　様
農林事務所長　
平成　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画の（変更）承認について
  平成　　年　　月　　日付け　第　　号で申請のあった平成　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画（の変更）を承認します。
別記第３号様式（第５、第９関係）
平成　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画（変更）総括表
【農林事務所名：　　　　　　　　】
	 市町村

	事業実施主体
  （住　　所）
	事業実施計画
　承認日
　 （第　　号）
	　  搬出量
   　　（ｔ）
	　搬出した木材
　の主な用途

	事業費
    （千円）
	       　　　 負担区分（千円）         
	着手(予定)
　 年月日
	完了(予定)
　　 年月日

	
	
	
	
	
	
	 県補助金
	 市町村費
	 事業主体
	 その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記第４号様式（第８関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
補助事業者　様
農林事務所長　
平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の交付決定について（通知）
  平成　年　月　日付け　第　　号で申請のあった平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、平成　年　月　日付けで申請（以下「申請書」という。）のあった県民協働による未利用材の搬出促進事業とし、その内容は申請書の記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　（総　　事　　業　　費　　　　　　　　　　　　円）　
補助金の額　　　　　　　　　　　　　円
３  補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、申請書記載のとおりとする。
４  補助事業者は、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）、清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱（平成２４年３月２３日付け環政第７３１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要綱」という。）、岐阜県県民協働による未利用材の搬出促進事業実施要領（平成２４年３月２３日付け県流第６６１号林政部長通知。以下「要領」という。）及びその他関係通知に従わなければならない。
５  補助金交付の条件は、前記４に定めるもののほか、次のとおりとする。
（１）　補助事業者は、補助事業に要する経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（２）　補助事業者は、補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（３）　補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。　
（４）　また、補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。　
（５）  補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類又は証拠物を補助事業終了の翌年度から起算して５年間整理保管しておかなければならない。
（６）　補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合は、これを減じて申請しなければならない。ただし、消費税相当額が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した各事業主体については、次の条件に従わなければならない。
    ア　補助事業者は、実績報告を行うに当たって、上記の各事業主体について当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
    イ　補助事業者は、実績報告の提出後に、消費税及び地方消費税の申告により上記の間接補助事業者について当該補助金に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記アにより減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
    ウ　イによる報告は、別記様式により、実績報告を提出した年度の６月１５日までに行うものとする。ただし、該当補助金に係る消費税仕入控除税額が確定していない場合には、翌年度の６月１５日までに報告するものとする。
（７）  知事は、補助事業者が知事の付した条件に違反した場合は、補助事業者に対して補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
別記第５号様式（第１０関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
  　農林事務所長　様
補助事業者　印　
　　
平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金変更交付申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　　　号で補助金の交付決定のあった標記補助金について下記のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　事　　業　　名　　  県民協働による未利用材の搬出促進事業
２　変更交付申請額
	前 回 決 定 内 容
	増　　　　　減
	今 回 申 請 内 容
	備　考


	 補助事業に
 要する経費
 又は事業量
	補助金額

	 補助事業に
 要する経費
 又は事業量
	補助金額

	 補助事業に
 要する経費
 又は事業量
	補助金額

	

	
	
	
	
	
	
	


３　添　付　書　類    変更理由書
                      変更事業計画書　※要領第１号様式に変更前の数字を(　)書き
　　　　　　　　　　　変更収支予算書　※要綱第２号様式に変更前の数字を（　）書き
別記第６号様式（第１１関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
補助事業者　様
農林事務所長　
平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の交付決定の変更について（通知）
  平成　年　月　日付け　第　　号で申請のあった平成　　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の変更交付申請については、申請のとおりこれを承認し、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、平成　年　月　日付け　　第　　号による交付決定の一部を下記のとおり変更しましたので同規則第７条の規定により通知します。
記
１　変更の対象となった事業内容は当該変更申請書記載のとおりとし、その他については、　　平成　年　月　日付け　　第　　　号による交付決定通知のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金額は次のとおりとする。
　　　　事　　　 業 　　 名　 県民協働による未利用材の搬出促進事業
　　　　補助事業に要する経費　　金　　　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　 金　　　　　　　　　　　　円
別記第７号様式（第１２関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
  　農林事務所長　様
補助事業者　印　
平成　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業交付決定前着手届（報告）
  このことについて、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、別記誓約条項を付して届出（報告）します。
                                       記
	 事業種目
	 間伐材等未利用材の搬出

	 事業実施計画承認日
	 平成　　年　　月　　日（　　　第　　号）

	 当該年度の搬出量
	          　　 ｔ 

	 事
 業
 費

	 　 
    項　目
	  総事業費
  （千円）
	　　　　　　負担区分（千円）

	
	
	
	県補助金
	 市町村
	 事業主体
	 その他

	
	 未利用材搬出
 促進
	
	
	
	
	

	
	    　計
	
	

	 着手・完了年月日

	 （着手）                     （完了）
　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	 補助金交付決定前
 着手の理由
	


   誓約条項
　 １　補助金交付決定を受けるまでの期間に天災、地変等の事由によって実施した事業      に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担する。
      ２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議
がない。
   ３　当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画      の重要変更は行わない。
　　（注）「届」は市町村が実施主体の場合に、「報告」は森林組合、木質燃料加工事
業体等が実施主体であって、その届を受けた市町村長から農林事務所長へ提出
する場合に使い分けること。

別記第９号様式（第１４関係）
第　　　号　
平成　年　月　日　
補助事業者　様
農林事務所長　
平成　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金の額の確定について（通知）
  平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した平成　年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記のとおり確定したので通知します。
記
１　事　 業 　名　　県民協働による未利用材の搬出促進事業
２　確定補助金額　　金　　　　　　　　　円
別記第１０号様式（第１５関係）
平成　　　年度県民協働による未利用材の搬出促進事業計画実績総括表
【農林事務所名：　　　　　　　　】
	 市町村

	事業実施主体
  （住　　所）
	事業実施計画
　承認日
　 （第　　号）
	　  搬出量
   　　（ｔ）
	　搬出した木材
　の主な用途

	事業費
    （千円）
	       　　　 負担区分（千円）         
	着手予定
　 年月日
	完了予定
　　 年月日

	
	
	
	
	
	
	 県補助金
	 市町村費
	 事業主体
	 その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


